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 地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、現金収支

を議会の民主制統制下に置くことで、予算の適正・確実な執行を図るという観

点から、確定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による現金主義会計を採用

しています。 

 

 一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿

記による現金主義会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や

見えにくいコスト情報（減価償却費等））を住民や議会等に説明する必要性が

一層高まり、そのためには、その補完として複式簿記による発生主義会計の導

入が求められることとなりました。また、フルコストでのフロー情報を把握す

ることで、施設や事業のマネジメントに活用していくことも期待されるように

なりました。 

 

 こうした流れを受けて、当町では、「新地方公会計制度研究会報告書」及び

「新地方公会計制度実務研究会報告書」に基づく「総務省方式改訂モデル」

で、平成 20 年度決算から平成 27 年度決算まで財務書類を作成してきました。 

 

 こうした地方公会計の整備（財務書類の作成）は、全国的に進められてきま

したが、「総務省改訂モデル」、「基準モデル」及び「東京都モデル」など複数

の基準があることで、地方公共団体同士を比較することが難しいなどの課題も

あったことから、平成 26 年度に総務省から「統一的な基準」が示され、全国

の地方公共団体は平成 29 年度までに、この「統一的な基準」に沿った財務書

類の作成を求められることとなりました。 

 

 当町では、この要請を受け、平成 28 年度決算より「統一的な基準」による

財務書類を作成しています。 

 

 

地方公会計の整備 
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１ 財務書類の作成範囲 

町全体の財務書類 

普通会計 

（一般会計・土地取得事業特別会計） 

公営事業会計 

（国民健康保険事業特別会計・後期高齢者医療事業特別会計・

介護保険事業特別会計・水道事業会計・公共下水道事業会

計） 

関係団体との 

連結財務書類 

一部事務組合 

 （吉田町牧之原市広域施設組合・榛原総合病院組合・駿遠学

園管理組合・静岡県市町総合事務組合） 

広域連合 

（静岡県後期高齢者医療広域連合・静岡地方税滞納整理機構） 

第三セクター等 

 （吉田町社会福祉協議会・一般社団法人吉田町まちづくり公

社） 

 

   

 

 

 

２ 対象年度 

  令和 6 年度（作成基準日：令和 7 年 3 月 31 日） 

  なお、令和 7 年 4 月 1 日から令和 7 年 5月 31 日までの出納整理期間中の

収支については、作成基準日までに終了したものとして取り入れられていま

す。 

 

 

 

 

財務書類作成の基礎条件 
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 とは   

ある一時点において、町がどれほどの資産や債務

を有しているのかを示すものです。 

 

貸借対照表の概略図（説明） 

借 方 貸 方 

【資産の部】 

 

固定資産 

・有形固定資産：庁舎・学校・保育園等の

事業用資産、道路・公園等のインフラ資

産など 

・投資その他の資産：財政調整基金以外の

基金、出資金、長期延滞債権など 

 

流動資産 

・未収金：回収期限が到来して 1 年を経

過していない税や使用料などの債権 

・基金：財政調整基金 

・徴収不能引当金：将来の債権の未回収に

備え、事前に準備する見積額 

 

 

【負債の部】 

 

固定負債 

・地方債：町債のうち、償還期限が 1年超

のもの 

・退職手当引当金：全職員が自己都合で退

職したと仮定して算出した退職金の総

額 

 

流動負債 

・1 年以内に返済や支払いを要するもの

や既に支払義務が確定しているものな

ど 

 

 

【純資産の部】 

 

・資産から負債を差し引いた額で、内訳は

純資産変動計算書で表しています。 

 

 

財務書類 
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 とは 

 1 年間の行政活動のうち、資産形成につながらな

い行政サービスに要したコストと、その財源を対比

させたものです。 

 

行政コスト計算書の概略図（説明） 

科目名 金額 

営業費用                  

 業務費用 

  人件費 

  物件費等 

  その他の営業費用 

 移転費用 

経常収益                  

 使用料及び手数料 

 その他 

Ａ 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

純経常行政コスト          Ａ－Ｂ＝Ｃ 

臨時損失                  

臨時利益                  

Ｄ 

Ｅ 

純行政コスト          Ｃ＋Ｄ－Ｅ＝Ｆ 

 

 

・人件費：職員給与や賞与等、退職手当引当金繰入額など 

・物件費：光熱水費、消耗品費、委託料、使用料、減価償却費など 

・移転費用：町民等への補助金、児童福祉・医療費給付等の社会保障費など 

・使用料及び手数料：公共施設の使用料、証明書等の発行手数料など 

・臨時損失：災害復旧事業費、資産の除売却損など臨時に発生するもの 

・臨時利益：資産の売却益など臨時に発生するもの 
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 とは 

 貸借対照表の純資産が、1 年間でどのような財源

や要因で増減したのかを表したものです。 

 

純資産変動計算書の概略図（説明） 

 

 

・純行政コスト（△）：行政コスト計算書の純行政コストと一致 

・税収等：町税、地方交付税、地方譲与税など 

・国県等補助金：国庫支出金、県支出金 

・資産評価差額：有価証券等の無償による増減 

・無償所管換等：固定資産の無償取得・譲渡による増減 

 

 

科目名 合計 

前年度末純資産残高 Ｍ  

 純行政コスト（△）  

 財源 

  税収等        

国県等補助金 

Ｆ  

Ｇ  

 

 

 本年度差額 Ｇ－Ｆ＝Ｈ  

 固定資産等の変動 

 資産評価差額 

 無償所管換等 

 その他 

 

Ｉ  

Ｊ  

Ｋ  

 本年度純資産変動額 Ｈ＋Ｉ＋Ｊ＋Ｋ＝Ｌ  

本年度末純資産残高 Ｌ＋Ｍ＝Ｎ  
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 とは 

 1 年間に現金の出入りがどれだけあったのかの情

報を表すものです。 
 

資金収支計算書の概略図（説明） 

 

 

 

◆業務活動収支：行政サービスを行う中で、毎年度継続的に生じる収入と支出 
 ・業務支出：人件費、物件費、補助費、扶助費など 
 ・業務収入：町税、使用料、手数料など 
◆投資活動収支：資産の形成に関係する収入と支出 
 ・投資活動支出：公共施設の整備や貸付金など 
 ・投資活動収入：固定資産の売却収入や施設建設財源の補助金など 
◆財務活動収支：資金の調達や運用に関係する収入と支出 
 ・財務活動支出：町債の償還や基金積立金など 
 ・財務活動収入：町債の借入や基金繰入金など 

 

科目名 金額 
業務活動収支 
業務支出 
業務収入 
臨時支出 
臨時収入 

②－①＋④－③＝Ａ  
①  
②  
③  
④  

投資活動収支 
 投資活動支出 
 投資活動収入 

⑥－⑤＝Ｂ  
⑤  
⑥  

財務活動収支 
 財務活動支出 
 財務活動収入 

⑧－⑦＝Ｃ  
⑦  
⑧  

本年度資金収支額 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝Ｄ  

前年度末資金残高 Ｅ  
本年度末資金残高 Ｄ＋Ｅ＝Ｆ  

前年度末歳計外現金残高 Ｇ  

本年度歳計外現金増減額 Ｈ  
本年度末歳計外現金残高 Ｇ＋Ｈ＝Ｉ  
本年度末現金預金残高 Ｆ＋Ｉ＝Ｊ  
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【様式第1号】

自治体名：吉田町

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 72,219,667,250   固定負債 23,481,773,436

    有形固定資産 68,966,632,995     地方債等 13,750,731,577

      事業用資産 17,982,960,395     長期未払金 -

        土地 11,025,203,275     退職手当引当金 978,140,700

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 8,752,901,159

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,664,810,346

        建物 18,715,821,719     １年内償還予定地方債等 1,393,601,633

        建物減価償却累計額 -11,865,064,012     未払金 38,125,978

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 178,606,184     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -81,033,771     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 198,768,539

        船舶 -     預り金 34,314,196

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 25,146,583,782

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 73,578,006,361

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -23,184,991,159

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 9,427,000

      インフラ資産 49,563,193,794

        土地 13,404,992,482

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,636,871,576

        建物減価償却累計額 -496,098,263

        建物減損損失累計額 -

        工作物 63,598,594,037

        工作物減価償却累計額 -29,202,193,080

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 621,027,042

      物品 2,961,731,531

      物品減価償却累計額 -1,541,252,725

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 104,909,772

      ソフトウェア 104,899,472

      その他 10,300

    投資その他の資産 3,148,124,483

      投資及び出資金 34,690,644

        有価証券 -

        出資金 34,690,644

        その他 -

      長期延滞債権 126,349,129

      長期貸付金 5,062,500

      基金 2,996,079,041

        減債基金 -

        その他 2,996,079,041

      その他 -

      徴収不能引当金 -14,056,831

  流動資産 3,319,931,734

    現金預金 1,842,990,919

    未収金 106,184,189

    短期貸付金 75,000

    基金 1,358,264,111

      財政調整基金 1,356,621,378

      減債基金 1,642,733

    棚卸資産 14,801,021

    その他 -

    徴収不能引当金 -2,383,506

  繰延資産 - 純資産合計 50,393,015,202

資産合計 75,539,598,984 負債及び純資産合計 75,539,598,984

町全体の貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：吉田町

会計：全体会計 （単位：円）

町全体の行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 17,249,136,022

    業務費用 8,150,129,552

      人件費 2,572,429,841

        職員給与費 1,887,818,597

        賞与等引当金繰入額 198,768,539

        退職手当引当金繰入額 128,440,303

        その他 357,402,402

      物件費等 5,179,043,418

        物件費 2,881,328,168

        維持補修費 209,402,306

        減価償却費 2,079,893,134

        その他 8,419,810

      その他の業務費用 398,656,293

        支払利息 130,160,194

        徴収不能引当金繰入額 15,121,574

        その他 253,374,525

    移転費用 9,099,006,470

      補助金等 3,699,812,037

      社会保障給付 5,387,288,649

      その他 11,905,784

  経常収益 943,786,785

    使用料及び手数料 693,814,365

    その他 249,972,420

純経常行政コスト 16,305,349,237

  臨時損失 7,433,683

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 2,289,183

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 5,144,500

  臨時利益 18,951,512

    資産売却益 13,633,546

    その他 5,317,966

純行政コスト 16,293,831,408
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【様式第3号】

自治体名：吉田町

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 50,108,504,206 74,268,608,077 -24,160,103,871 -

  純行政コスト（△） -16,293,831,408 -16,293,831,408 -

  財源 16,571,588,734 16,571,588,734 -

    税収等 11,195,619,075 11,195,619,075 -

    国県等補助金 5,375,969,659 5,375,969,659 -

  本年度差額 277,757,326 277,757,326 -

  固定資産等の変動（内部変動） -692,304,186 692,304,186

    有形固定資産等の増加 1,735,172,892 -1,735,172,892

    有形固定資産等の減少 -2,118,122,753 2,118,122,753

    貸付金・基金等の増加 1,820,371,236 -1,820,371,236

    貸付金・基金等の減少 -2,129,725,561 2,129,725,561

  資産評価差額 1,702,470 1,702,470

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 5,051,200 - 5,051,200

  本年度純資産変動額 284,510,996 -690,601,716 975,112,712 -

本年度末純資産残高 50,393,015,202 73,578,006,361 -23,184,991,159 -

町全体の純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

自治体名：吉田町

会計：全体会計 （単位：円）

町全体の資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 15,118,854,255

    業務費用支出 6,019,847,785

      人件費支出 2,550,304,836

      物件費等支出 3,085,086,081

      支払利息支出 130,160,194

      その他の支出 254,296,674

    移転費用支出 9,099,006,470

      補助金等支出 3,699,812,037

      社会保障給付支出 5,387,288,649

      その他の支出 11,905,784

  業務収入 17,021,350,429

    税収等収入 11,171,099,322

    国県等補助金収入 4,897,165,441

    使用料及び手数料収入 702,947,367

    その他の収入 250,138,299

  臨時支出 5,144,500

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 5,144,500

  臨時収入 5,468,594

業務活動収支 1,902,820,268

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,385,540,608

    公共施設等整備費支出 1,690,962,399

    基金積立金支出 1,694,278,209

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 300,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,463,638,108

    国県等補助金収入 444,155,182

    基金取崩収入 1,985,678,076

    貸付金元金回収収入 660,000

    資産売却収入 19,070,139

    その他の収入 14,074,711

投資活動収支 -921,902,500

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,401,466,182

    地方債等償還支出 1,395,564,198

    その他の支出 5,901,984

  財務活動収入 778,416,200

    地方債等発行収入 773,365,000

    その他の収入 5,051,200

前年度末歳計外現金残高 27,207,880

本年度歳計外現金増減額 6,698,288

本年度末歳計外現金残高 33,906,168

本年度末現金預金残高 1,842,990,919

財務活動収支 -623,049,982

本年度資金収支額 357,867,786

前年度末資金残高 1,451,216,965

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,809,084,751
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１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・先入先出法による原価法

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ６年～60年
工作物 10年～60年
物品 ２年～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③ファイナンス・リース取引に係るリース資産
（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引を除きます。）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の
総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上してい
ます。

③損失補償等引当金
該当事項なし

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対
応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

ア．ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のリース取引を除く）
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ．ア．以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来

する流動性の高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、吉田町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定し
た預金等としています。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていま

すが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差
異が３か月を超える連結対象団体（会計）については、仮決算を行っています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

注　記
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４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。
①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(２)出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の
係数をもって会計年度末の係数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合
は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(３)売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
ア．範囲

売却予定とされている公共資産
イ．内訳

事業用資産 31,425,912円
土地 31,425,912円

令和7年3月31日時点における売却可能資産の期末簿価を記載しています。

公共下水道事業会計

団体（会計）名

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

水道事業会計
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計算式 

有形固定資産減価償却率 

＝有形固定資産の減価償却累計額÷取得価額等×100 

（単位：円・％） 

項 目 金額・％ 

有形固定資産の減価償却累計額 43,185,641,851 

取得価額等 87,091,625,047 

有形固定資産減価償却率 49.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務分析（町全体ベース） 

将来の世代に残る資産はどれくらいあるのかを見てみましょう。 

１ 資産形成度 

2 世代間公平性 

「将来世代」と「これまでの世代」の負担の分担は、適切かどうかを見

てみましょう。 

 有形固定資産について、取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算すること

により、耐用年数に対して償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体とし

て把握することができます。100％に近いほど老朽化の程度が高いということになり

ます。 
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計算式 

 純資産比率＝純資産総額÷資産総額×100 

（単位：円・％） 

項 目 金額・％ 備  考 

純資産総額 50,393,015,202  

資産総額 75,539,598,984  

純資産比率 66.7 これまでの世代の負担 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

計算式 

  行政コスト対税収等比率（％） 

   ＝ 純経常行政コスト÷税収等（一般財源＋補助金等受入項目のその他

一般財源等）×100 

（単位：円・％） 

項 目 金額・％ 

純経常行政コスト 16,305,349,237 

税収等 16,571,588,734 

行政コスト対税収等比率 98.4 

 

「行政コスト対税収等比率」が 100％を下回っている場合は、翌年度以降に引き継ぐ

資産が蓄積されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（若しくは

その両方）を表しており、逆に、「行政コスト対税収等比率」が 100％を上回っている場

合は、過去から蓄積された資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担

が増加したこと（若しくはその両方）を表しています。また、比率の数値が 100％から

離れているほど、それらの割合が高くなります。 

3 持続可能性・弾力性 

財政に持続可能性があるか（健全財政か）どうかを見てみましょう。 

 行政コスト計算書における純経常行政コストに対する税収等をみることによっ

て、当年度に行われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政

コストのうち、どれだけが当年度の負担で賄われたのかがわかります。 
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計算式 

 基礎的財政収支＝業務活動収支＋支払利息支出＋投資活動収支＋基金積立金 

支出－基金取崩収入 

（単位：円） 

業務活動収支  ① 1,902,820,268 

支払利息支出  ② 130,160,194 

投資活動収支  ③ △921,902,500 

基金積立金支出 ④ 1,694,278,209 

基金取崩収入  ⑤ 1,985,678,076 

基礎的財政収支（①＋②＋③＋④－⑤） 819,678,095 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算式 

  受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常費用×100 

（単位：円・％） 

経常収益 943,786,785 

経常費用 17,249,136,022 

受益者負担比率 5.5 

 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、地方債関連等の収入・支出及び基金の収

入・支出を除いた財政収支をいい、地方債の利払いと償還額と基金の積立金支出を除いた支

出と、地方債発行額と基金取崩収入を除いた収入のバランスをみるものです。 

プライマリーバランスがマイナス（赤字）の場合は、将来負担が財政規模に比べ増大し、プ

ラス（黒字）になれば、新たな借金は過去の借金返済に充てられるため、財政が健全であるこ

とを示しています。 

4 持続可能性・弾力性 

行政コスト計算書の経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益の行政

コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができま

す。 
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【様式第1号】

自治体名：吉田町

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 76,630,555,724   固定負債 25,986,180,086

    有形固定資産 72,473,966,195     地方債等 15,459,912,065

      事業用資産 21,438,107,520     長期未払金 -

        土地 11,564,679,603     退職手当引当金 1,455,324,124

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 9,070,943,897

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,996,474,888

        建物 25,921,045,315     １年内償還予定地方債等 1,647,157,284

        建物減価償却累計額 -16,306,037,358     未払金 72,691,385

        建物減損損失累計額 -     未払費用 610,804

        工作物 292,038,569     前受金 9,570

        工作物減価償却累計額 -182,405,724     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 227,967,192

        船舶 -     預り金 36,825,730

        船舶減価償却累計額 -     その他 11,212,923

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 27,982,654,974

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 77,994,507,660

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -25,664,772,414

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 2,357,914,246

        その他減価償却累計額 -2,221,076,199

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 11,949,068

      インフラ資産 49,563,193,794

        土地 13,404,992,482

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,636,871,576

        建物減価償却累計額 -496,098,263

        建物減損損失累計額 -

        工作物 63,598,594,037

        工作物減価償却累計額 -29,202,193,080

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 621,027,042

      物品 3,651,524,657

      物品減価償却累計額 -2,178,859,776

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 108,819,149

      ソフトウェア 106,786,438

      その他 2,032,711

    投資その他の資産 4,047,770,380

      投資及び出資金 34,690,644

        有価証券 -

        出資金 34,690,644

        その他 -

      長期延滞債権 127,349,336

      長期貸付金 28,230,540

      基金 3,758,670,584

        減債基金 -

        その他 3,758,670,584

      その他 112,886,107

      徴収不能引当金 -14,056,831

  流動資産 3,681,834,496

    現金預金 2,156,958,632

    未収金 146,499,732

    短期貸付金 4,981,800

    基金 1,358,970,136

      財政調整基金 1,357,327,403

      減債基金 1,642,733

    棚卸資産 15,195,541

    その他 1,638,980

    徴収不能引当金 -2,410,325

  繰延資産 - 純資産合計 52,329,735,246

資産合計 80,312,390,220 負債及び純資産合計 80,312,390,220

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：吉田町

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 20,347,315,782

    業務費用 10,058,484,520

      人件費 3,062,352,926

        職員給与費 2,289,998,479

        賞与等引当金繰入額 227,967,736

        退職手当引当金繰入額 129,682,857

        その他 414,703,854

      物件費等 6,380,135,260

        物件費 3,799,949,666

        維持補修費 295,927,126

        減価償却費 2,275,838,658

        その他 8,419,810

      その他の業務費用 615,996,334

        支払利息 167,957,333

        徴収不能引当金繰入額 15,148,393

        その他 432,890,608

    移転費用 10,288,831,262

      補助金等 1,654,774,230

      社会保障給付 8,620,141,179

      その他 13,915,853

  経常収益 1,452,151,857

    使用料及び手数料 748,344,159

    その他 703,807,698

純経常行政コスト 18,895,163,925

  臨時損失 8,675,642

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 2,289,183

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 6,386,459

  臨時利益 19,707,647

    資産売却益 13,664,899

    その他 6,042,748

純行政コスト 18,884,131,920
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【様式第3号】

自治体名：吉田町

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 51,945,707,000 78,747,619,733 -26,801,912,733 -

  純行政コスト（△） -18,884,131,920 -18,884,131,920 -

  財源 19,248,100,347 19,248,100,347 -

    税収等 12,535,918,763 12,535,918,763 -

    国県等補助金 6,712,181,584 6,712,181,584 -

  本年度差額 363,968,427 363,968,427 -

  固定資産等の変動（内部変動） -774,774,549 774,774,549

    有形固定資産等の増加 1,758,290,086 -1,758,290,086

    有形固定資産等の減少 -2,314,485,438 2,314,485,438

    貸付金・基金等の増加 1,945,345,733 -1,945,345,733

    貸付金・基金等の減少 -2,163,924,930 2,163,924,930

  資産評価差額 1,702,470 1,702,470

  無償所管換等 660,000 660,000

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 12,646,149 19,300,006 -6,653,857 -

  その他 5,051,200 - 5,051,200

  本年度純資産変動額 384,028,246 -753,112,073 1,137,140,319 -

本年度末純資産残高 52,329,735,246 77,994,507,660 -25,664,772,414 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

自治体名：吉田町

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 17,999,149,968

    業務費用支出 7,709,127,690

      人件費支出 3,014,402,685

      物件費等支出 4,232,135,306

      支払利息支出 167,957,333

      その他の支出 294,632,366

    移転費用支出 10,290,022,278

      補助金等支出 1,655,965,246

      社会保障給付支出 8,620,141,179

      その他の支出 13,915,853

  業務収入 20,187,376,594

    税収等収入 12,507,488,320

    国県等補助金収入 6,221,093,377

    使用料及び手数料収入 757,531,551

    その他の収入 701,263,346

  臨時支出 5,150,564

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 5,150,564

  臨時収入 5,468,594

業務活動収支 2,188,544,656

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,438,593,884

    公共施設等整備費支出 1,722,111,903

    基金積立金支出 1,710,917,393

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 5,564,588

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,483,297,926

    国県等補助金収入 444,155,182

    基金取崩収入 1,997,885,005

    貸付金元金回収収入 4,783,075

    資産売却収入 19,101,493

    その他の収入 17,373,171

投資活動収支 -955,295,958

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,662,405,370

    地方債等償還支出 1,643,820,995

    その他の支出 18,584,375

  財務活動収入 783,545,516

    地方債等発行収入 776,628,756

    その他の収入 6,916,760

前年度末歳計外現金残高 27,744,315

本年度歳計外現金増減額 6,823,118

本年度末歳計外現金残高 34,567,433

本年度末現金預金残高 2,156,958,632

財務活動収支 -878,859,854

本年度資金収支額 354,388,844

前年度末資金残高 1,768,190,346

比例連結割合変更に伴う差額 -187,991

本年度末資金残高 2,122,391,199
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１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・先入先出法による原価法

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ６年～60年
工作物 10年～60年
物品 ２年～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③ファイナンス・リース取引に係るリース資産
（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引を除きます。）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の
総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上してい
ます。

③損失補償等引当金
該当事項なし

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対
応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

ア．ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のリース取引を除く）
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ．ア．以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来

する流動性の高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、吉田町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定し
た預金等としています。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていま

すが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差
異が３か月を超える連結対象団体（会計）については、仮決算を行っています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

注　記
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４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

一部事務組合・広域連合 比例連結 34.66%

一部事務組合・広域連合 比例連結 34.08%

一部事務組合・広域連合 比例連結 54.40%

一部事務組合・広域連合 比例連結 9.52%

一部事務組合・広域連合 比例連結 3.94%

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.66%

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.92%

第三セクター等 全部連結 ―

第三セクター等 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。
①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
②一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

(２)出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の
係数をもって会計年度末の係数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合
は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(３)売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
ア．範囲

売却可能と管理されている資産
イ．内訳

事業用資産 31,425,912円
土地 31,425,912円

令和7年3月31日時点における売却可能資産の期末簿価を記載しています。

水道事業会計

団体（会計）名

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

静岡県後期高齢者医療広域連合

静岡地方税滞納整理機構

一般社団法人吉田町まちづくり公社

社会福祉法人吉田町社会福祉協議会

公共下水道事業会計

榛原総合病院組合

榛原総合病院組合_病院事業分

吉田町牧之原市広域施設組合

駿遠学園管理組合

静岡県市町総合事務組合
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